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第１章 調査の概要 
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１ 調査の目的 

 市民の消費生活に対する意識、意見、要望等を統計的手法によって的確に把握し、相模原市消費生

活基本計画を推進するための意識調査を実施いたしました。 

 

２ 調査設計 

（１）調査地域   相模原市全域 

（２）調査対象   相模原市在住の１８歳以上の男女 

（３）標 本 数   ３，０００人 

（４）抽出方法   住民基本台帳（外国人を含む）から無作為抽出 

（５）調査方法   郵送法（郵送配布―郵送回収）（回答者は無記名） 

（６）調査時期   平成３０年１月１２日～１月３１日 

（７）調査機関（委託先）   株式会社 地域環境計画 

 

３ 調査の項目 

１ 消費者を取り巻く環境に関する意識について 

２ 商品購入やサービスを利用する際の意識や行動について 

３ 商品・サービスに関する消費者トラブルについて 

４ 消費者トラブルの相談体制について 

５ 消費者問題に関する情報や消費者教育について 

６ 消費生活の安定及び向上のための制度、取組について 

 

４ 回収の結果 

 回収結果は以下の通りです。 

 

標本数 （Ａ） ............................... 3,000件 

総回収数 （Ｂ） ............................. 1,292件 

有効回収数 （Ｃ） ........................... 1,292件 

無効回収数  ................................. 0件 

回収率 （Ｂ／Ａ） ........................... 43.1％ 

有効回収率 （Ｃ／Ａ） ....................... 43.1％ 
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５ 結果を見る上での注意事項 

（１）表、グラフのｎまたは（ ）の中の数字は、質問の回答者数を表す。 

（２）百分率（%）の計算は、小数点第2位を四捨五入し、小数点第1位まで表示した。したがって、

単数回答（1つだけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、%を足し合わせて100%にならな

い場合がある。 

（３）複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、%の合計が100%を超える。 

（４）文、表、グラフは表示の都合上、項目名を省略して表現する場合がある。 

（５）本報告書の回答結果の比率（百分率（%））には、95%の信頼度で、下表のような誤差がある。

これらを標本誤差といい、下枠の計算式で算出される。 

例えば、回答者数（ｎ）が1,292人の質問で回答の比率が20.0%であれば、高い（95%の）信

頼度で、18歳以上の相模原市民の意見は20.0%±2.5%の範囲にあると考えてよい。 

（６）回答者数（ｎ）が20未満のものについては、比率が動きやすく分析には適さないため、表、

グラフでは参考として表示しているが、結果を記述する文では記述・分析から除外している。 

 

標本誤差の表 

回答者数(n) 

 

 

回答の比率 

(100) (300) (500) (700) (900) (1,100) (1,200) (1,292) 

90%または10% ±6.3% ±3.7% ±2.8% ±2.4% ±2.1% ±1.9% ±1.8% ±1.8% 

80%または20% ±8.9% ±5.2% ±4.0% ±3.4% ±3.0% ±2.7% ±2.6% ±2.5% 

70%または30% ±11.0% ±6.3% ±4.9% ±4.1% ±3.7% ±3.3% ±3.2% ±3.0% 

60%または40% ±12.6% ±7.3% ±5.7% ±4.8% ±4.2% ±3.8% ±3.7% ±3.5% 

50% ±14.1% ±8.2% ±6.3% ±5.3% ±4.7% ±4.3% ±4.0% ±3.9% 

 

 

 

 

※標本誤差 ＝ ±2 

 

　回答比率（1－回答比率）

回答者数



 

 

 

 

 

第２章 回答者の属性 
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Ｆ１ 性別 

 

 

 

回答件数 比率 

男性 576 44.6% 
女性 698 54.0% 
無回答 18 1.4% 

全体 1,292 100.0% 
 

 

Ｆ２ 年齢 

 

 回答件数 比率 

18～19歳 12 0.9% 
20～29歳 72 5.6% 
30～39歳 132 10.2% 
40～49歳 251 19.4% 
50～59歳 229 17.7% 
60～69歳 253 19.6% 
70～79歳 255 19.7% 
80歳以上 83 6.4% 
無回答 5 0.4% 

全体 1,292 100.0% 
 

 

Ｆ３ 家族構成 

 

 回答件数 比率 

ひとり暮らし 146 11.3% 
夫婦のみ 359 27.8% 
二世代世帯（あなたの世代と親） 158 12.2% 
二世代世帯（あなたの世代と子ども） 496 38.4% 
三世代世帯 64 5.0% 
その他 60 4.6% 
無回答 9 0.7% 

全体 1,292 100.0% 
 

 

 

0% 10% 20% 30%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

576件，44.6% 

698件，54.0% 

18件，1.4% 

12件，0.9% 

229件，17.7% 

253件，19.6% 

255件，19.7% 

83件，6.4% 

5件，0.4% 

72件，5.6% 

132件，10.2% 

251件，19.4% 

146件，11.3% 

359件，27.8% 

158件，12.2% 

496件，38.4% 

64件，5.0% 

60件，4.6% 

9件，0.7% 
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Ｆ４ 職業 

 

 回答件数 比率 

会社員、公務員、団体職員 400 31.0% 
パート､アルバイト､非常勤､嘱託､派遣など 250 19.3% 
自営業、自由業 72 5.6% 
学生 24 1.9% 
専業主婦・主夫 228 17.6% 
その他 15 1.2% 
無職 296 22.9% 
無回答 7 0.5% 

全体 1,292 100.0% 
 

 

Ｆ５ インターネットの利用 

 

 回答件数 比率 

よく利用している（毎日） 742 57.4% 
ときどき利用している（週に２、３回） 147 11.4% 
あまり利用していない（月に１回程度） 58 4.5% 
利用していない 334 25.9% 
無回答 11 0.9% 

全体 1,292 100.0% 
 

 

Ｆ６ インターネット利用の目的（インターネットを利用している人のみ） 

 

 回答件数 比率 

ホームページの閲覧 719 80.9% 
電子メールのやりとり 575 64.7% 
ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 424 47.7% 
オンラインゲーム 236 26.5% 
商品・サービスの購入、取引 480 54.0% 
その他 56 6.3% 
無回答 2 0.2% 

全体 1,292 100.0% 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

400件，31.0% 

24件，1.9% 

228件，17.6% 

15件，1.2% 

296件，22.9% 

7件，0.5% 

250件，19.3% 

72件，5.6% 

147件，11.4% 

58件，4.5% 

334件，25.9% 

719件，80.9% 

742件，57.4% 

575件，64.7% 

424件，47.7% 

236件，26.5% 

480件，54.0% 

56件，6.3% 

2件，0.2% 

11件，0.9% 



 

 

 

 

 

第３章 調査結果 
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１ 消費者を取り巻く環境に関する意識について 

（１）日常生活の中で関心があること 

 日常生活の中で関心があることを尋ねた結果、「関心がある」と「どちらかといえば関心がある」

を合わせた『関心がある（計）』の比率は、「高齢化の進行」（87.5％）が最も高く、次いで「社会

保障制度をめぐる環境の変化」（78.8％）が続いています。以下、「地球温暖化の進行やごみ問題

など環境問題の深刻化」（73.4％）、「少子化の進行」（71.7％）、「食の安全性をめぐる問題の多様

化」（71.1％）も７割を超えており、関心が高くなっています。 

 

  

関

心
が
あ

る

関

心
が
な

い

（計） （計）

71.7% 10.2%

87.5% 3.7%

50.7% 15.7%

67.4% 10.4%

78.8% 4.6%

63.0% 9.5%

53.5% 12.8%

57.6% 12.0%

47.4% 15.5%

73.4% 7.2%

60.5% 11.4%

71.1% 7.2%

65.6% 8.7%

59.3% 14.7%

38.5

59.9

23.8

31.3

43.5

29.2

19.0

22.2

17.3

37.4

27.5

34.9

30.1

32.4

33.2

27.6

26.9

36.1

35.3

33.8

34.5

35.4

30.1

36.0

33.0

36.2

35.5

26.9

15.2

7.1

31.2

19.2

13.5

23.8

30.8

27.6

33.4

17.0

26.1

19.3

23.0

23.8

6.8

2.4

10.7

7.4

2.9

6.4

9.4

9.1

11.2

4.9

8.5

5.4

6.7

10.3

3.4

1.3

5.0

3.0

1.7

3.1

3.4

2.9

4.3

2.3

2.9

1.8

2.0

4.4

2.8

1.7

2.5

3.1

3.2

3.7

2.9

2.8

3.6

2.4

2.0

2.3

2.7

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

少子化の進行

高齢化の進行

核家族化の進行

雇用環境の変化

社会保障制度を

めぐる環境の変化

格差社会の進行

商品・サービス及び

その購入・利用方法の多様化

情報化の進展

国際化の進展

地球温暖化の進行やごみ問題

など環境問題の深刻化

食料自給率の低下

食の安全性をめぐる

問題の多様化

エネルギー問題

放射能に対する不安

関心がある どちらかと

いえば

関心がある

どちらとも

いえない

あまり

関心がない

関心がない 無回答

（n=1,292）
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（２）消費者問題に対する関心の有無 

 消費者問題について関心があることを尋ねた結果、「関心がある」と「どちらかといえば関心が

ある」を合わせた『関心がある（計）』の比率は、「食品の安全性」（85.4％）が最も高く、次いで

「悪質商法」「詐欺」（76.8％）が並んでいます。また、「資源・エネルギー」（75.0％）、「製品事

故」（72.0％）も７割以上を占めており、関心が高くなっています。 

 

 

 

～表記の説明～ 

 

食品の安全性 ········· （食中毒事故、食品添加物、偽装表示等） 

製品事故 ··········· （製品の欠陥による事故、製品のリコール等） 

悪質商法 ··········· （強引な電話勧誘、訪問販売等） 

詐欺 ············· （架空請求・不当請求、振り込め詐欺等） 

金融 ············· （投資・保険・預金・融資等に関する問題等） 

多重債務 ··········· （サラ金、クレジット等） 

資源・エネルギー ······· （ガソリンや灯油の価格、光熱費等） 

電子商取引 ·········· （インターネットを介した契約及び決済等） 

 

  

関
心

が

あ
る

関
心

が

な
い

（計） （計）

85.4% 4.0%

72.0% 6.0%

76.8% 6.6%

76.8% 6.5%

58.9% 12.6%

30.1% 36.0%

75.0% 5.2%

43.9% 24.9%

54.0

33.1

44.0

45.4

25.5

9.8

40.5

16.7

31.4

38.9

32.8

31.4

33.4

20.3

34.5

27.2

9.4

19.9

14.9

14.9

25.8

31.7

17.9

29.1

2.9

4.5

4.5

4.3

9.3

23.5

3.8

14.2

1.1

1.5

2.1

2.2

3.3

12.5

1.4

10.7

1.2

2.1

1.7

1.8

2.6

2.4

1.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品の安全性

製品事故

悪質商法

詐欺

金融

多重債務

資源・エネルギー

電子商取引

関心がある どちらかと

いえば

関心がある

どちらとも

いえない

あまり

関心がない

関心がない 無回答

（n=1,292）
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（３）「食」について気になること 

 「食の安全性」について特に不安に感じることを尋ねた結果、「食中毒、有害微生物」（37.0％）

が最も比率が高く、次いで「輸入食品の安全性」（35.4％）、「偽装表示（原産地、原材料、日付等）」

（34.0％）、「食品添加物（香料、着色料、保存料等）」（32.6%）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「輸入食品の安全性」の比率で最も差異がみられ、前回（55.7％）

よりも今回（35.4％）が20.3ポイント下回っています。次いで「偽装表示（原産地、原材料、

日付等）」の比率で、前回（50.2％）よりも今回（34.0％）が16.2ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

※「食品ロス（食料廃棄）」「大量消費による食糧不足」は、平成29年度調査より新たに追加した項目です。 

※平成26年度調査の「不安を感じない」という選択肢を、今回調査では「特に気になることはない」と

変更しています。 

 

 

 

  

28.3%

55.7%

50.2%

35.9%

21.1%

19.2%

19.7%

8.0%

7.0%

13.5%

15.0%

9.9%

1.3%

1.0%

1.1%

37.0%

35.4%

34.0%

32.6%

25.6%

16.5%

15.1%

14.9%

13.2%

13.0%

12.9%

11.6%

9.8%

7.0%

1.8%

1.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

食中毒、有害微生物

輸入食品の安全性

偽装表示（原産地、原材料、日付等）

食品添加物（香料、着色料、保存料等）

食品ロス（食料廃棄）

放射性物質

農産物の残留農薬

家畜伝染病（口蹄疫、鳥インフルエンザ等）

アレルギー性物質

健康食品

食料自給率

食肉への残留薬物（ホルモン剤等）

遺伝子組換え食品

大量消費による食料不足

特に気になることはない

その他

無回答

H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）

（H26年度は項目なし）

（H26年度は項目なし）
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（４）「環境」について不安に感じること 

 「環境」について特に不安に感じることを尋ねた結果、「地球温暖化」（77.1％）が最も比率が

高く、次いで「放射能に関する問題」（36.5％）、「森林の減少」（35.0％）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「有害化学物質の越境問題」の比率で最も差異がみられ、前

回（35.3％）よりも今回（28.5％）が6.8ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

79.2%

40.1%

31.6%

35.3%

26.5%

21.1%

17.6%

9.2%

7.4%

7.1%

1.3%

1.1%

1.1%

77.1%

36.5%

35.0%

28.5%

28.3%

22.1%

14.0%

9.4%

6.1%

5.9%

0.5%

1.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化

放射能に関する問題

森林の減少

有害化学物質の越境問題

海洋汚染

オゾン層破壊

開発途上国の環境問題

生物多様性の衰退

砂漠化

酸性雨

その他

不安を感じない

無回答

H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）
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２ 商品購入やサービスを利用する際の意識や行動について 

（１）商品やサービスを選ぶ際に意識すること 

 商品やサービスを選ぶ際に意識することを尋ねた結果、「意識する」と「どちらかといえば意識

する」を合わせた『意識する（計）』の比率は、「機能や品質、安全性」（92.5 %）が最も高く、次

いで「価格」（91.6％）、「購入（利用）時の接客態度（説明や対応）」（72.6％）が続いています。

一方、下位は「企業の社会貢献活動」（29.7％）が最も低く、次いで「企業の経営方針や理念」

（33.3％）、「ブランドイメージ」（40.8％）と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

意
識
す
る

意
識
し
な
い

（計） （計）

91.6% 2.0%

92.5% 1.0%

40.8% 24.4%

52.6% 12.5%

72.6% 6.3%

61.5% 10.2%

33.3% 27.7%

29.7% 30.8%

72.1

66.0

11.5

17.6

31.0

24.1

9.8

7.4

19.5

26.5

29.3

35.0

41.6

37.4

23.5

22.3

4.6

3.9

31.0

30.5

18.4

24.9

35.4

36.1

1.5

0.7

17.6

9.6

5.0

7.9

20.5

20.2

0.5

0.3

6.8

2.9

1.3

2.3

7.2

10.6

1.9

2.5

3.9

4.4

2.7

3.3

3.6

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

価格

機能や品質、安全性

ブランドイメージ

環境への影響

購入時の接客態度

苦情や要望への対応

企業の経営方針や理念

企業の社会貢献活動

意識する どちらかと

いえば

意識する

どちらとも

いえない

あまり

意識しない

意識しない 無回答

（n=1,292）
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（２）商品やサービスについての適切な情報提供の有無 

 商品やサービスについての情報が適切に提供されているか尋ねた結果、「提供されている」と「ど

ちらかといえば提供されている」を合わせた『提供されている（計）』の比率は、「電化製品」（62.4%）

が最も高く、次いで「食料品」（60.2％）、「自動車、バイク、自転車」（57.1％）が続いています。

一方、下位は、「介護施設、介護用品」（27.4%）が最も低く、次いで「金融、保険」（28.0％）、

「教育、教養、習い事」（29.0％）が続いています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

提
供

さ
れ
て

い
る

提
供

さ
れ
て

い
な
い

（計） （計）

60.2% 9.3%

48.7% 8.8%

41.8% 10.3%

62.4% 5.2%

57.1% 7.5%

31.6% 19.1%

31.6% 15.5%

30.6% 18.2%

45.6% 11.6%

53.6% 11.0%

55.5% 8.7%

50.2% 9.2%

51.5% 13.9%

27.4% 18.3%

28.0% 20.6%

29.0% 16.3%

37.7% 20.3%

30.9% 23.6%

13.6

10.8

8.5

16.8

15.6

6.6

6.3

7.3

8.6

13.2

14.6

10.6

13.5

6.0

4.9

5.1

8.1

6.7

46.6

37.9

33.3

45.6

41.5

25.0

25.3

23.3

37.0

40.4

40.9

39.6

38.0

21.4

23.1

23.9

29.6

24.2

27.5

38.2

43.7

28.3

31.0

45.1

48.5

46.7

38.7

31.5

31.5

36.8

30.9

49.8

47.1

49.7

37.6

40.7

7.7

7.6

8.8

4.3

5.9

15.2

11.8

14.4

9.1

8.4

7.0

7.5

10.8

14.1

15.7

12.8

14.6

17.0

1.6

1.2

1.5

0.9

1.6

3.9

3.7

3.8

2.5

2.6

1.7

1.7

3.1

4.2

4.9

3.5

5.7

6.6

2.9

4.3

4.2

4.2

4.3

4.3

4.3

4.5

4.2

3.9

4.3

3.8

3.6

4.5

4.3

5.0

4.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料品

日用品､文具､事務用品

衣料品､履物､ﾊﾞｯｸﾞ､ｱｸｾｻﾘｰ

電化製品

自動車､バイク､自転車

住宅､住宅設備､リフォーム

クリーニング

理・美容院､エステ

飲食店､レストラン

電車､バス､タクシー

郵便､宅配便､引越し

旅行､ホテル､旅館

病院､薬局､医薬品､医療用品

介護施設､介護用品

金融､保険

教育､教養､習い事

携帯電話､スマートフォン

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

提供されて

いる

どちらかと

いえば提供

されている

どちらとも

いえない

あまり

提供されて

いない

提供されて

いない

無回答

（n=1,292）
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（３）契約や取引に対する考え 

 契約や取引に対して不安を感じるか尋ねた結果、「不安を感じる」（22.4％）と「どちらかとい

えば不安を感じる」（34.4％）を合わせた『不安を感じる（計）』の比率は56.8％、「あまり不安

を感じない」（17.8％）、「不安を感じない」（3.3％）を合わせた『不安を感じない（計）』の比率

は21.1％となっています。前回調査（H26年度）の『不安を感じる（計）』（55.9％）、『不安を

感じない（計）』（22.0％）とほぼ同様の傾向といえます。 

 性別でみると、『不安を感じる（計）』の比率は、男性（57.6％）と女性（56.2％）でほぼ同じ

比率となっています。 

 年齢別でみると、『不安を感じる（計）』の比率は、40～49歳（61.3％）で最も高く、60～

69歳（50.6％）で最も低くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「平成26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29

年度調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不
安
を

感
じ
る

不
安
を

感
じ
な
い

（計） （計）

55.9% 22.0%

56.8% 21.1%

57.6% 22.2%

56.2% 20.2%

50.0% 33.3%

56.9% 26.3%

56.1% 19.7%

61.3% 17.5%

55.9% 18.8%

50.6% 27.7%

60.0% 19.7%

59.0% 18.1%

20.6 

22.4 

25.0 

20.5 

25.0 

22.2 

25.0 

21.5 

20.5 

20.2 

24.3 

27.7 

35.3 

34.4 

32.6 

35.7 

25.0 

34.7 

31.1 

39.8 

35.4 

30.4 

35.7 

31.3 

20.9 

21.3 

19.1 

23.1 

16.7 

16.7 

24.2 

21.1 

24.9 

20.2 

19.6 

19.3 

20.2 

17.8 

17.9 

17.9 

25.0 

19.4 

14.4 

15.5 

16.2 

24.5 

17.3 

13.3 

1.8 

3.3 

4.3 

2.3 

8.3 

6.9 

5.3 

2.0 

2.6 

3.2 

2.4 

4.8 

1.3 

0.8 

1.0 

0.6 

0.4 

1.6 

0.8 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

不安を

感じる

どちらかと

いえば不安

を感じる

どちらとも

いえない

あまり

不安を

感じない

不安を

感じない

無回答
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（４）生活必需品の安定供給に対する考え 

生活必需品の安定供給に対して不安を感じるか尋ねた結果、「不安を感じる」（11.8％）と「ど

ちらかといえば不安を感じる」（22.7％）を合わせた『不安を感じる（計）』の比率は34.5％、「あ

まり不安を感じない」（37.1％）、「不安を感じない」（7.4％）を合わせた『不安を感じない（計）』

の比率は44.5％となっています。前回調査（H26年度）の『不安を感じる（計）』（34.8％）、『不

安を感じない（計）』（45.3％）とほぼ同様の傾向といえます。 

 性別でみると、『不安を感じる（計）』の比率は、男性（33.3％）と女性（35.5％）でほぼ同じ

比率となっています。 

 年齢別でみると、『不安を感じる（計）』の比率は、70～79歳（40.4％）で最も高く、40～

49歳（30.2％）で最も低くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不
安
を

感
じ
る

不
安
を

感
じ
な
い

（計） （計）

34.8% 45.3%

34.5% 44.5%

33.3% 43.6%

35.5% 44.8%

25.0% 58.3%

30.6% 55.6%

31.8% 49.2%

30.2% 45.4%

32.3% 43.3%

36.7% 42.3%

40.4% 42.4%

38.6% 36.1%

12.5 

11.8 

11.1 

12.6 

16.7 

12.5 

9.1 

12.7 

9.6 

13.0 

12.2 

14.5 

22.3 

22.7 

22.2 

22.9 

8.3 

18.1 

22.7 

17.5 

22.7 

23.7 

28.2 

24.1 

18.8 

20.4 

22.2 

19.1 

16.7 

13.9 

18.9 

24.3 

24.0 

19.8 

16.5 

21.7 

38.6 

37.1 

34.7 

38.8 

50.0 

41.7 

34.8 

39.8 

38.9 

36.0 

36.5 

25.3 

6.7 

7.4 

8.9 

6.0 

8.3 

13.9 

14.4 

5.6 

4.4 

6.3 

5.9 

10.8 

1.0 

0.7 

0.9 

0.6 

0.4 

1.2 

0.8 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

不安を

感じる

どちらかと

いえば不安

を感じる

どちらとも

いえない

あまり

不安を

感じない

不安を

感じない

無回答
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（５）個人情報の管理に対する考え 

個人情報の管理に対して考えを尋ねた結果、「適切に管理していると思う」（4.9％）と「どちら

かといえば適切に管理していると思う」（19.7％）を合わせた『適切に管理していると思う（計）』

の比率は24.6％、「あまり適切に管理していると思わない」（30.0％）、「適切に管理していると思

わない」（13.9％）を合わせた『適切に管理していると思わない（計）』の比率は43.9％となって

います。前回調査（H26年度）と比較すると、『適切に管理していると思う（計）』の比率は前回

（20.1％）よりも、4.5ポイント上回っています。 

 性別でみると、『適切に管理していると思う（計）』の比率は、男性（24.0％）と女性（25.1％）

でほぼ同じ比率となっています。 

 年齢別でみると、『適切に管理していると思う（計）』の比率は、20～29歳（33.3％）で最も

高く、60～69歳（20.9％）で最も低くなっています。 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適
切
に
管

理
し
て

い
る
と
思

う

適
切
に
管

理
し
て

い
る
と
思

わ
な
い

（計） （計）

20.1% 50.4%

24.6% 43.9%

24.0% 43.9%

25.1% 43.8%

25.0% 41.6%

33.3% 37.5%

23.5% 48.5%

24.3% 43.8%

23.6% 50.2%

20.9% 46.3%

25.1% 40.8%

32.5% 24.1%

3.4 

4.9 

5.4 

4.3 

16.7 

8.3 

5.3 

3.2 

2.2 

4.3 

5.9 

9.6 

16.7 

19.7 

18.6 

20.8 

8.3 

25.0 

18.2 

21.1 

21.4 

16.6 

19.2 

22.9 

28.2 

30.7 

31.3 

30.2 

33.3 

29.2 

28.0 

31.9 

25.3 

31.6 

32.5 

41.0 

33.2 

30.0 

28.1 

31.5 

33.3 

23.6 

31.8 

29.5 

32.3 

36.4 

26.7 

16.9 

17.2 

13.9 

15.8 

12.3 

8.3 

13.9 

16.7 

14.3 

17.9 

9.9 

14.1 

7.2 

1.3 

0.9 

0.9 

0.9 

0.9 

1.2 

1.6 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

適切に

管理している

と思う

どちらかといえ

ば適切に管理

していると思う

どちらとも

いえない

あまり適切に

管理している

と思わない

適切に管理

していると

思わない

無回答



20 
 

３ 商品・サービスに関する消費者トラブルついて 

（１）「消費者被害の手口」の認知度 

 消費者被害の「手口」についての認知度を尋ねた結果、「知っている」の比率は、「不当・架空請

求」（89.2%）が最も高く、次いで「マルチ商法」（85.1％）、「キャッチセールス」（84.0％）が

続いています。一方、「知らない」の比率は、「原野商法」（42.9%）が最も高く、次いで「サクラ

サイト」（34.5％）、「送り付け商法」（31.0％）と続いています。 

 

 

 

 

  

80.4

89.2

69.0

78.6

77.1

79.8

81.0

84.0

72.7

68.8

62.8

85.1

74.9

66.9

71.7

54.9

18.0

8.9

29.0

19.7

20.9

18.1

17.0

13.9

25.3

28.9

34.5

12.8

23.0

31.0

26.2

42.9

1.6

1.9

1.9

1.8

2.0

2.1

2.1

2.1

2.0

2.2

2.7

2.1

2.1

2.1

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

点検商法

不当・架空請求

次々販売

催眠（ＳＦ）商法

サイドビジネス商法

開運（霊感）商法

利殖商法

キャッチセールス

アポイントメントセールス

デート商法

サクラサイト

マルチ商法

当選商法

送り付け商法

訪問購入

原野商法

知っている 知らない 無回答

（n=1,292）
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～表記の説明～  

名称等 消費者被害の手口 

点検商法 

布団のクリーニングや家屋の点検等を口実に家へ上がり込んだ後に、「布団にダニ

がたくさんいる」「床下にシロアリの被害がある」などと不安をあおって、商品や

サービスを契約させる。 

不当・架空請求 

「未払いの利用料がある」「登録完了」「支払わなければ裁判になる」などのメッ

セージを送信して連絡させ、身に覚えのない請求によりお金を払わせる。 

「解決する」などと称し、手数料や解約料を請求する二次被害も発生している。 

次々販売 
言葉巧みに近づいて、必要のない商品やサービスを次々と販売して過剰な量の契

約をさせる。複数の業者が次々と販売するケースもある。 

催眠（ＳＦ）商法 

路上等で「景品をプレゼントします」「健康によい話をする」と言って人を集め、

閉め切った会場で日用品などを次々と無料で配り、雰囲気を盛り上げて興奮状態

にして、最終的に高額な商品を売りつける。 

サイドビジネス商法 

「在宅ビジネスで高収入が得られる」「資格・技術を身に着けて在宅ワーク」など

と勧誘し、実際は高額な教材や情報商材を売りつけるもの。ほとんど収入は得ら

れないうえ、支払いだけが残る。 

開運（霊感）商法 
「先祖のたたりで不幸になる」「災いや不幸から逃れるため」「災いを取り除くた

め」と不安をあおって、商品を売りつけたり祈祷を勧める。 

利殖商法 
「値上がり確実」「必ず儲かる」など利殖になることを強調し、投資や出資を勧誘

する。実態のない株や商品を言葉巧みに売りつけるケースも多い。 

キャッチセールス 
駅や繁華街の路上でアンケート調査などと称して呼び止めて、喫茶店や事務所に

連れて行き、断りにくい状況で勧誘し、商品やサービスを契約させる。 

アポイントメント 

セールス 

「モニターに選ばれた」｢当選した商品を渡す｣などと販売目的を告げずに、事務

所等へ呼び出し、契約しないと帰れない状態にして商品やサービスを契約させる。 

デート商法 
出会い系サイトや間違い電話・メールで出会いの機会をつくり、デートを装って

契約させる商法。異性の感情を利用して断りにくい状況で勧誘する。 

サクラサイト 
出会い系サイトなどで「友だち（恋人）になりたい」「話をしてくれたらお金をあ

げる」などの名目で有料のサイトに誘導し、利用料を請求する。 

マルチ商法 

商品等の販売員となり、新たな販売員をそれぞれが増やすことによってマージン

が入るとうたう商法。販売員を増やせなければマージンが入らず、売れない商品

の在庫を大量に抱えることになる。 

当選商法 
「懸賞金が当たった」「当選した」「お金をあげる」などの言葉で誘い、手続き費

用と称してお金を支払わせる。 

送り付け商法 
注文していないのに、「商品を送る」と突然に電話をかけ、健康食品やカニなどの

生鮮食品を代金引換で一方的に送りつける。 

訪問購入 
不用品を引き取る等と言って家に上がりこんだ後に、突然貴金属の価格を査定す

ると持ち掛け、相場より低い金額で強引に商品を買い取って行く。 

原野商法 

「将来必ず値上がりする」「もうすぐ道路ができる」などの虚偽の説明により、ほ

とんど価値のない山林や原野を時価の何倍もの価格で売りつける。 

以前だまされた人に「売却できる」「交換する」などの言葉でさそい、手数料を取

られる二次被害も発生している。 

 

（２）インターネットを利用した商品購入やサービス利用の有無 
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インターネットによる商品購入やサービスの利用があるか尋ねた結果、「ある」（62.9％）、「な

い」（36.5％）となっています。 

性別でみると、「ある」の比率は、男性（67.4％）が女性（59.6％）を7.8ポイント上回って

います。 

 年齢別でみると、「ある」の比率は、30～39歳（96.2％）で最も高く、80歳以上（6.0％）

で最も低くなっています。また、年齢が高くなるにつれ、ないと回答する比率が高くなる傾向がみ

られます。 

 

※下記グラフ中、「全体」は平成29年度調査の全体の結果を指します。 

※この項目は、平成29年度調査から追加したものです。 

 
  

62.9 

67.4 

59.6 

100.0

95.8

96.2

89.2

78.2

50.2

25.9

6.0

36.5 

32.5 

39.7 

0.0

4.2

3.8

10.8

21.4

49.8

73.7

88.0

0.5 

0.2 

0.7 

0.4 

0.4 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（３）インターネットを利用した商品購入やサービス利用に対する考え 

インターネットによる商品購入やサービスの利用に対する考えを尋ねた結果、「大変便利なため、

利用を拡大したい」（14.3％）、「便利だが、利用の拡大は考えていない」（39.6％）、「便利だが、

リスクを考え利用を控えたい」（16.4％）、「トラブル事例も多いため、利用を止めることを考えて

いる」（1.7％）、「興味がないため、利用しない」（22.5％）となっています。 

 性別でみると、「大変便利なため、利用を拡大したい」の比率は、男性（18.8％）が女性（10.6％）

を8.2ポイント上回っています。 

 年齢別でみると、「大変便利なため、利用を拡大したい」の比率は、20～29歳（29.2％）で最

も高く、80歳以上（0.0％）で最も低くなっています。また、年齢が高くなるにつれ、利用を拡

大したいとする比率が低くなる傾向がみられます。 

 

 

※下記グラフ中、「全体」は平成29年度調査の全体の結果を指します。 

※この項目は、平成29年度調査から追加したものです。 

 

  

14.3 

18.8 

10.6 

41.7 

29.2 

28.8 

23.1 

17.0 

5.5 

3.5 

39.6 

37.7 

41.8 

50.0 

52.8 

53.0 

54.6 

47.2 

39.1 

18.0 

7.2 

16.4 

16.0 

16.6 

8.3 

15.3 

12.9 

18.7 

23.6 

18.2 

12.2 

4.8 

1.7 

2.4 

1.0 

0.8 

0.4 

0.4 

2.0 

4.3 

3.6 

22.5 

21.0 

23.4 

2.8 

2.3 

2.4 

10.0 

29.2 

52.9 

56.6 

2.9 

2.6 

3.2 

2.3 

0.8 

1.3 

2.8 

4.7 

12.0 

2.6 

1.6 

3.4 

0.4 

3.2 

4.3 

15.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

大変便利な

ため、利用を

拡大したい

便利だが、利

用の拡大は

考えていない

便利だが、リ

スクを考え利

用を控えたい

トラブル事例
も多いため、
利用を止める
ことを考えて
いる

興味が

ないため、

利用しない

その他 無回答
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（４）消費者トラブルの経験の有無 

消費者トラブルにあったことがあるか尋ねた結果、「ある①（インターネットを介して）」（5.2％）、

「ある②（インターネット以外）」（2.4％）、「ある③（両方とも）」（0.9％）を合わせた『ある（計）』

の比率は8.5％、『ない』の比率は89.2％となっています。前回調査と選択肢が一部異なるため、

経年比較は分析から除外します。 

 性別でみると、『ある（計）』の比率は、男性（8.9％）と女性（8.3％）でほぼ同じ比率となっ

ています。 

 年齢別でみると、『ある（計）』の比率は、30～39歳（16.7％）で最も高く、70～79歳（4.7％）

で最も低くなっています。 

 

※下記グラフ中、「平成26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29

年度調査の全体の結果を指します。 

※この項目は、平成29年度調査から設問の形式を変更しています。平成26年度調査では「あったこと

がある」「あったことがない」の２択で尋ねています。 

 

  

あ
る

な
い

（計） （計）

11.7% 88.6%

8.5% 89.2%

8.9% 90.1%

8.3% 88.3%

16.7% 83.3%

12.5% 87.5%

16.7% 83.3%

9.2% 90.8%

10.0% 89.5%

5.9% 91.3%

4.7% 89.8%

4.8% 85.5%

11.7 

5.2 

6.1 

4.4 

8.3 

9.7 

13.6 

5.6 

6.6 

2.8 

1.6 

1.2 

2.4 

1.7 

3.0 

8.3 

2.8 

1.5 

1.6 

3.1 

2.4 

2.7 

2.4 

0.9 

1.0 

0.9 

1.5 

2.0 

0.4 

0.8 

0.4 

1.2 

88.6 

89.2 

90.1 

88.3 

83.3 

87.5 

83.3 

90.8 

89.5 

91.3 

89.8 

85.5 

2.6 

2.3 

1.0 

3.4 

0.4 

2.8 

5.5 

9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある①

（インターネッ

トを介して）

ある②

（インターネット

以外）

ある③

（両方とも）

ない 無回答
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（４－１）消費者トラブルの内容 

 消費者トラブルの内容を尋ねた結果、「商品・サービスの内容に関するもの」（57.3％）が最も

比率が高く、次いで「事後の対応や苦情への対応などに関するもの」（23.6％）、「内容や価格以外

の契約に関するもの」（13.6％）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「商品・サービスの内容に関するもの」の比率で最も差異が

みられ、前回（35.9％）よりも今回（57.3％）が21.4ポイント上回っています。次いで「個人

情報の取扱いに関するもの」の比率で、前回（21.0％）よりも今回（4.5％）が16.5ポイント下

回っています。 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

  

35.9%

12.0%

6.6%

9.6%

15.0%

35.3%

6.0%

21.0%

10.2%

9.0%

2.4%

57.3%

10.9%

13.6%

10.0%

7.3%

23.6%

4.5%

4.5%

0.9%

19.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

商品・サービスの内容に関するもの

商品・サービスの価格に関するもの

内容や価格以外の契約に関するもの

解約に関するもの

販売方法に関するもの

事後の応対や苦情への対応などに関するもの

架空請求や振り込め詐欺などに関するもの

個人情報の取扱いに関するもの

食の安全・表示に関するもの

その他

無回答

H26年度(n=167)

全体（ｎ=110）



26 
 

（４－２）消費者トラブル時の相談の有無 

 消費者トラブルの際に相談したか尋ねた結果、「相談した」（44.5％）と「相談しなかった」

（51.8 %）となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、「相談した」の比率は前回（50.3％）

よりも5.8ポイント下回っています。 

 性別でみると、「相談した」の比率は、女性（48.3％）が男性（39.2％）を9.1ポイント上回

っています。 

 年齢別については、サンプル数が少ないため、分析からは除外します。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

50.3 

44.5 

39.2 

48.3 

55.6 

36.4 

39.1 

52.2 

46.7 

50.0 

50.0 

46.7 

51.8 

58.8 

46.6 

100.0 

44.4 

59.1 

52.2 

47.8 

53.3 

41.7 

50.0 

3.0 

3.6 

2.0 

5.2 

4.5 

8.7 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=167)

全体(n=110)

男性(n=51)

女性(n=58)

18～19歳(n=2)

20～29歳(n=9)

30～39歳(n=22)

40～49歳(n=23)

50～59歳(n=23)

60～69歳(n=15)

70～79歳(n=12)

80歳以上(n=4)

相談した 相談しなかった 無回答
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（４－３）消費者トラブルの相談先 

 消費者トラブルの相談先を尋ねた結果、「購入店舗、利用店舗、勧誘員、営業担当者等」（61.2％）

が最も比率が高く、次いで「メーカー（製造者・販売者・輸入車等）」（26.5％）、「家族・友人・

知人」（24.5％）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「国民生活センター」の比率で最も差異がみられ、前回（14.3％）

よりも今回（4.1％）が10.2ポイント下回っています。次いで「メーカー（製造者・販売者・輸

入者等）」の比率で、前回（35.7％）よりも今回（26.5％）が9.2ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

53.6%

35.7%

0.0%

15.5%

4.8%

14.3%

6.0%

8.3%

33.3%

1.2%

61.2%

26.5%

4.1%

10.2%

0.0%

4.1%

2.0%

4.1%

24.5%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

購入店舗、利用店舗、勧誘員、営業担当者等

メーカー（製造者・販売者・輸入者等）

業界団体の窓口

市内の消費生活センター

かながわ中央消費生活センター

国民生活センター

弁護士

警察

家族・友人・知人

その他

H26年度(n=84)

全体（ｎ=49）
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（４－４）消費者トラブルを相談しなかった理由 

 消費者トラブルを相談しなかった理由を尋ねた結果、「面倒だったから」（36.8％）が最も比率

が高く、次いで「被害が小さかったから」（31.6％）、「相談しても、うまい解決策があるとは思わ

なかったから」（22.8％）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「面倒だったから」の比率で最も差異がみられ、前回（24.4％）

よりも今回（36.8％）が12.4ポイント上回っています。次いで「相談しても、うまい解決策が

あるとは思わなかったから」の比率で、前回（29.5％）よりも今回（22.8％）が6.7ポイント下

回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

15.4%

9.0%

28.2%

29.5%

12.8%

24.4%

6.4%

16.7%

3.8%

2.6%

19.3%

8.8%

31.6%

22.8%

15.8%

36.8%

8.8%

22.8%

7.0%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

どこに相談したらいいか、わからなかったから

気まずい思いをしたり、もめごとに

なったりすることが心配だったから

被害が小さかったから

相談しても、うまい解決策が

あるとは思わなかったから

自分にも責任があると思ったから

面倒だったから

私的なことなので、相談したり

することではないと思ったから

その他

特に理由はない

無回答

H26年度(n=78)

全体（ｎ=57）
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（５）訪問販売の利用経験の有無 

 訪問販売の利用経験の有無を尋ねた結果、「ある」（3.3％）と「ない」（96.1 %）となっていま

す。前回調査（H26年度）と比較すると、「ある」の比率は前回（3.5％）とほぼ同じ比率となっ

ています。 

 性別でみると、「ある」の比率は、男性（2.8％）と女性（3.7％）でほぼ同じ比率となっていま

す。 

 年齢別でみると、「ある」の比率はいずれの年齢層でもほぼ同じ比率となっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

3.5 

3.3 

2.8 

3.7 

1.4 

3.0 

5.2 

3.9 

2.0 

2.4 

4.8 

87.7 

96.1 

96.7 

95.4 

100.0 

98.6 

97.0 

94.8 

96.1 

96.8 

96.5 

91.6 

8.8 

0.7 

0.5 

0.9 

1.2 

1.2 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（６）電話勧誘販売の利用経験の有無 

 電話勧誘販売の利用経験の有無を尋ねた結果、「ある」（2.7％）と「ない」（96.6 %）となって

います。前回調査（H26年度）と比較すると、「ある」の比率は前回（3.0％）とほぼ同じ比率と

なっています。 

 性別でみると、「ある」の比率は、男性（2.6％）と女性（2.7％）でほぼ同じ比率となっていま

す。 

 年齢別でみると、「ある」の比率はいずれの年齢層でもほぼ同じ比率となっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

3.0 

2.7 

2.6 

2.7 

2.8 

2.3 

1.6 

2.6 

4.0 

3.9 

88.6 

96.6 

97.2 

96.1 

100.0 

97.2 

97.7 

98.4 

97.4 

94.9 

95.7 

94.0 

8.4 

0.7 

0.2 

1.1 

1.2 

0.4 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（７）訪問販売や電話勧誘販売に対する考え 

訪問販売や電話勧誘販売に対する考えを尋ねた結果、「便利である」（0.4％）、「迷惑である」

（78.3 %）、「不安に感じる」（18.8％）となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、

「迷惑である」の比率は前回（63.2％）よりも15.1ポイント上回っています。 

 性別でみると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

 年齢別でみると、「迷惑である」の比率は50～59歳（84.7％）で最も高く、「不安に感じる」

の比率は20～29歳（25.0％）で最も高くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 
 

  

0.9 

0.4 

0.3 

0.4 

1.4 

0.4 

0.4 

0.8 

63.2 

78.3 

79.2 

77.4 

75.0 

73.6 

80.3 

76.5 

84.7 

77.1 

76.9 

73.5 

26.6 

18.8 

17.5 

19.9 

25.0 

25.0 

18.9 

19.9 

13.5 

19.0 

19.6 

21.7 

1.9 

1.8 

2.3 

1.4 

3.6 

0.9 

2.8 

2.0 

7.4 

0.8 

0.7 

0.9 

0.8 

0.4 

0.8 

0.8 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

便利である 迷惑である 不安に感じる その他 無回答
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（８）クーリング・オフ制度の認知度 

クーリング・オフ制度※を知っているか尋ねた結果、「制度も内容も知っている」（60.6％）、「制

度の名前は知っている」（33.3 %）、「まったく知らない」（5.3％）となっています。前回調査（H26

年度）と比較すると、「制度の名前は知っている」の比率は前回（26.3％）よりも7.0ポイント上

回っています。 

 性別でみると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

 年齢別でみると、「制度も内容も知っている」の比率は、30～39歳（72.7％）で最も高くなっ

ています。 

 

 ※クーリング・オフ制度とは、訪問販売や電話勧誘販売等について、消費者が契約した後で冷静に考え直す時間を考え、

一定期間内であれば無条件で解約できる制度です。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

62.5 

60.6 

59.9 

61.3 

66.7 

58.3 

72.7 

66.1 

67.7 

57.7 

54.9 

32.5 

26.3 

33.3 

34.0 

32.5 

16.7 

36.1 

25.8 

33.1 

29.3 

37.2 

34.1 

42.2 

5.3 

5.3 

5.6 

5.2 

16.7 

5.6 

1.5 

0.8 

3.1 

4.7 

10.2 

16.9 

6.0 

0.8 

0.5 

1.0 

0.4 

0.8 

8.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

制度も内容も

知っている

制度の名前は

知っている

まったく

知らない

無回答
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（９）消費者金融（サラ金など）やクレジットカードを利用してお金を借りた経験の有無 

消費者金融（サラ金など）やクレジットカードを利用してお金を借りたことがあるか尋ねた結果、

「以前、借りたことがある」（10.6％）、「現在、借りている」（3.9 %）、「借りたことはない」（84.7％）

となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、「借りたことはない」の比率は前回（78.2％）

よりも6.5ポイント上回っています。 

 性別でみると、「以前、借りたことがある」の比率は、男性（13.7％）が女性（8.0％）を5.7

ポイント上回っています。また、「借りたことはない」の比率は、女性（86.7％）が男性（82.1％）

を4.6ポイント上回っています。 

 年齢別でみると、「以前、借りたことがある」の比率は、40～49歳（15.5％）で最も高くなっ

ています。「借りたことはない」の比率は、20～29歳（93.1％）が最も高くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

13.8 

10.6 

13.7 

8.0 

2.8 

12.1 

15.5 

14.8 

8.7 

8.2 

3.6 

3.4 

3.9 

4.0 

3.9 

8.3 

4.2 

2.3 

8.4 

5.2 

2.0 

1.6 

1.2 

78.2 

84.7 

82.1 

86.7 

91.7 

93.1 

85.6 

76.1 

79.5 

88.9 

87.8 

91.6 

4.6 

0.9 

0.2 

1.4 

0.4 

0.4 

2.4 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

以前、借りたことが

ある

現在、借りている 借りたことはない 無回答
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（９－１）消費者金融（サラ金など）やクレジットカードを利用してお金を借りた理由 

 消費者金融（サラ金など）やクレジットカードを利用してお金を借りた理由を尋ねた結果、「生

活費のため」（60.4％）が最も比率が高く、次いで「借金返済のため」（13.9％）、「交際費のため」

（12.3％）が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「借金返済のため」の比率で最も差異がみられ、前回（18.4％）

よりも今回（13.9％）が4.5ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

  

62.9%

11.4%

13.1%

4.9%

15.5%

7.8%

18.4%

9.8%

0.4%

60.4%

10.2%

12.3%

5.3%

11.8%

10.2%

13.9%

11.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生活費のため

ギャンブルのため

交際費のため

冠婚葬祭のため

レジャーのため

医療費のため

借金返済のため

その他

無回答

H26年度(n=245)

全体（ｎ=187）
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（９－２）返済に困ったことの有無 

返済に困ったことがあるか尋ねた結果、「ある」（52.9％）、「ない」（45.5%）となっています。

前回調査（H26年度）の「ある」（51.4％）、「ない」（45.7 %）とほぼ同様の傾向といえます。 

 性別でみると、「ある」の比率は、男性（56.9％）が女性（48.2％）を8.7ポイント上回って

います。 

 年齢別でみると、「ある」の比率は、70～79歳（64.0％）で最も高くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「平成26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29

年度調査の全体の結果を指します。 

 

  

51.4 

52.9 

56.9 

48.2 

60.0 

57.9 

46.7 

56.5 

51.9 

64.0 

25.0 

45.7 

45.5 

42.2 

50.6 

100.0 

40.0 

36.8 

53.3 

41.3 

44.4 

36.0 

75.0 

2.9 

1.6 

1.0 

1.2 

5.3 

2.2 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=245)

全体(n=187)

男性(n=102)

女性(n=83)

18～19歳(n=1)

20～29歳(n=5)

30～39歳(n=19)

40～49歳(n=60)

50～59歳(n=46)

60～69歳(n=27)

70～79歳(n=25)

80歳以上(n=4)

ある ない 無回答
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４ 消費者トラブルの相談体制について 

（１）消費者トラブルにあった際、「相談できるところ」の有無 

消費者トラブルの際に相談できるところの有無を尋ねた結果、「ある」（43.7％）、「ない」（51.2 %）

となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、「ある」の比率は前回（43.3％）とほぼ

同じ比率となっています。 

 性別でみると、「ある」の比率は、女性（46.6％）が男性（39.8％）を6.8ポイント上回って

います。 

 年齢別でみると、「ある」の比率は、50～59歳（55.5％）で最も高く、80歳以上（18.1％）

で最も低くなっています。また、50歳以上の年齢で、年齢が高くなるにつれ「ある」の比率が低

くなる傾向がみえます。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.3 

43.7 

39.8 

46.6 

50.0 

38.9 

44.7 

47.4 

55.5 

40.7 

40.8 

18.1 

46.1 

51.2 

56.8 

47.0 

50.0 

58.3 

53.8 

50.6 

41.0 

56.1 

50.6 

60.2 

10.6 

5.1 

3.5 

6.4 

2.8 

1.5 

2.0 

3.5 

3.2 

8.6 

21.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（１－１）相談できるところ 

 相談できるところを尋ねた結果、「市内の消費生活センター」（58.2％）が最も比率が高く、次

いで「購入店舗、利用店舗、勧誘員、営業担当者等」（50.9％）、「国民生活センター」（41.5％）

が続いています。 

 前回調査（H26年度）と比較して、「市内の消費生活センター」の比率で最も差異がみられ、前

回（50.6％）よりも今回（58.2％）が7.6ポイント上回っています。次いで「国民生活センター」

の比率で、前回（48.2％）よりも今回（41.5％）が6.7ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

45.5%

37.4%

5.0%

50.6%

16.7%

48.2%

18.1%

19.4%

6.5%

2.8%

0.6%

50.9%

36.9%

6.2%

58.2%

11.5%

41.5%

14.0%

21.6%

5.7%

2.8%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

購入店舗、利用店舗、勧誘員、営業担当者等

メーカー（製造者・販売者・輸入者等）

業界団体の窓口

市内の消費生活センター

かながわ中央消費生活センター

国民生活センター

弁護士

警察

消費者団体

その他

無回答

H26年度(n=618)

全体（ｎ=564）
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（２）消費者トラブルにあった際、「いつでも相談できる人」の有無 

消費者トラブルの際にいつでも相談できる人の有無を尋ねた結果、「いる」（53.3％）、「いない」

（43.1 %）となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、「いる」の比率は前回（59.1％）

よりも5.8ポイント下回っています。 

 性別でみると、「いる」の比率は、女性（63.6％）が男性（41.0％）を22.6ポイント上回って

います。 

 年齢別でみると、「いる」の比率は、20～29歳（66.7％）で最も高く、80歳以上（42.2％）

で最も低くなっています。また、年齢が高くなるにつれ「いる」の比率が低くなる傾向がみられま

す。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

59.1 

53.3 

41.0 

63.6 

66.7 

66.7 

64.4 

60.6 

55.0 

47.0 

44.7 

42.2 

35.8 

43.1 

56.6 

32.2 

33.3 

33.3 

34.8 

37.8 

44.5 

49.8 

49.4 

38.6 

5.1 

3.6 

2.4 

4.2 

0.8 

1.6 

0.4 

3.2 

5.9 

19.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（２－１）いつでも相談できる人 

 いつでも相談できる人を尋ねた結果、「家族・親戚」（90.6％）が最も比率が高く、次いで「友

人・知人」（50.8％）、「職場の同僚」（21.2％）が続いています。前回調査（H26年度）と比較

して、「職場の同僚」の比率で最も差異がみられ、前回（16.1％）よりも今回（21.2％）が5.1

ポイント上回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

  

89.8%

48.8%

16.1%

4.6%

3.3%

3.1%

0.2%

90.6%

50.8%

21.2%

4.1%

3.8%

2.3%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家族・親戚

友人・知人

職場の同僚

民生委員

自治会・老人会

その他

無回答

H26年度(n=844)

全体（ｎ=689）
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（３）市内の消費生活センターの認知度 

市内に消費生活センターがあることを知っているか尋ねた結果、「市内にあることも、業務内容

も知っている」（20.1％）、「市内にあることは知っているが、業務内容は知らない」（45.7 %）、

「市内にあることは知らないが、業務内容は知っている」（6.6％）、「市内にあることも業務内容も

知らない」（24.4％）となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、いずれの項目もほ

ぼ同じ比率となっています。 

 性別でみると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

 年齢別でみると、「市内にあることも、業務内容も知っている」の比率は、70～79歳（23.9％）

で最も高く、20～79歳では年齢が高くなるにつれ比率が高くなる傾向がみられます。「市内にあ

ることも業務内容も知らない」の比率は、20～29歳（40.3％）で約４割を占めています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

19.9 

20.1 

21.4 

19.1 

6.9 

15.9 

17.9 

22.3 

23.3 

23.9 

19.3 

43.7 

45.7 

44.4 

46.4 

41.7 

43.1 

45.5 

45.8 

51.1 

46.2 

46.7 

30.1 

9.5 

6.6 

5.9 

7.0 

6.9 

4.5 

6.4 

6.6 

7.1 

6.7 

8.4 

23.5 

24.4 

26.0 

23.5 

58.3 

40.3 

32.6 

28.3 

18.8 

22.1 

17.3 

25.3 

3.4 

3.3 

2.3 

4.0 

2.8 

1.5 

1.6 

1.3 

1.2 

5.5 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

市内にあること

も、業務内容も

知っている

市内にあることは

知っているが、業

務内容は知らない

市内にあることは

知らないが、業務

内容は知っている

市内にあること

も、業務内容も

知らない

無回答
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５ 消費者問題に関する情報や消費者教育について 

（１）消費生活情報紙「すぱいす」の認知度 

市が発行している消費生活情報紙「すぱいす」を知っているか尋ねた結果、「知っている」（4.3％）、

「知らない」（93.５%）となっています。前回調査（H26年度）の「知っている」（4.3％）、「知

らない」（93.3 %）と同様の傾向といえます。 

性別でみると、「知っている」の比率は、男性（4.9％）と女性（3.9％）でほぼ同じ比率となっ

ています。 

 年齢別でみると、「知っている」の比率は、80歳以上（8.4％）で最も高くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

4.3 

4.3 

4.9 

3.9 

1.4 

0.8 

3.2 

4.8 

4.3 

6.3 

8.4 

93.3 

93.5 

93.4 

93.4 

100.0 

98.6 

99.2 

96.8 

94.8 

94.5 

87.8 

79.5 

2.4 

2.2 

1.7 

2.7 

0.4 

1.2 

5.9 

12.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

知っている 知らない 無回答
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（２）消費生活総合センターが配信している「メールマガジン」の認知度 

 消費生活総合センターが配信している「メールマガジン」を知っているか尋ねた結果、「知って

いる」（2.2％）、「すでに登録済み」（0.1％）、「登録予定」（0.4％）を合わせた『知っている（計）』

の比率は2.7％、『知らない』の比率は95.2％となっています。 

 性別でみると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

年齢別でみると、『知っている（計）』の比率は、80歳以上（6.0％）で最も高くなっています。

年齢が高くなるにつれ『知らない』の比率が低くなる傾向がみられます。 

 

 

※下記グラフ中、「全体」は平成29年度調査の全体の結果を指します。 

※この項目は、平成29年度調査から追加したものです。 

 

 

 

  

知

っ
て

い

る

知

ら

な

い

（計） （計）

2.7% 95.2%

4.0% 94.3%

1.5% 95.8%

0.0% 100.0%

0.0% 100.0%

0.8% 99.2%

2.0% 98.0%

2.6% 96.9%

2.8% 96.0%

3.5% 91.8%

7.2% 78.3%

2.2 

3.1 

1.4 

0.8 

1.2 

2.6 

2.0 

3.1 

6.0 

0.1 

0.1 

0.4 

0.4 

0.9 

0.4 

0.8 

0.4 

1.2 

95.2 

94.3 

95.8 

100.0 

100.0 

99.2 

98.0 

96.9 

96.0 

91.8 

78.3 

2.2 

1.7 

2.6 

0.4 

1.2 

4.7 

14.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

知っている すでに

登録済み

登録予定 知らない 無回答
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（３）消費生活に関する情報の入手先 

 消費生活に関する情報の入手先を尋ねた結果、「テレビ」（73.1％）が最も比率が高く、次いで

「新聞・雑誌」（42.0％）、「インターネット」（35.4％）が続いています。 

前回調査と選択肢が一部異なるため、経年比較は分析から除外します。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

  

80.2%

15.4%

52.6%

30.2%

28.1%

1.8%

7.4%

4.1%

2.5%

5.7%

2.5%

73.1%

13.8%

42.0%

35.4%

5.9%

27.4%

1.1%

10.5%

0.4%

8.3%

1.7%

10.0%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ

ラジオ

新聞・雑誌

インターネット

市ホームページ(H29)

広報さがみはら(H29)

広報さがみはら、市ホームページ(H26)

消費生活情報紙「すぱいす」

チラシ、パンフレット(H29のみ)

出前講座(H29のみ)

職場・所属団体・学校

消費生活センター(H26のみ)

その他

特にない

無回答

H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）
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（４）消費生活に関して欲しい情報 

 消費生活に関してどのような情報が欲しいかを尋ねた結果、「悪質な事業者のリスト」（60.9％）

が最も比率が高く、次いで「消費者被害・トラブルへの対処方法」（57.5％）、「商品・サービスの

安全性について」（42.7％）が続いています。前回調査（H26年度）と比較して、「悪質な事業者

のリスト」の比率で最も差異がみられ、前回（55.9％）よりも今回（60.9％）が5.0ポイント上

回っています。次いで「消費者問題に関する相談窓口」の比率で、前回（42.7％）よりも今回（39.2％）

が3.5ポイント下回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

※平成26年度調査では「特にない」という選択肢がありましたが、今回調査から削除しています。 

 

 

  

40.5%

44.5%

42.7%

14.5%

56.2%

8.8%

6.9%

12.3%

55.9%

27.9%

0.9%

2.9%

37.9%

42.7%

39.2%

11.5%

57.5%

7.8%

7.6%

10.8%

60.9%

29.2%

1.6%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

消費生活に関する法律や制度など

商品・サービスの安全性について

消費者問題に関する相談窓口

消費者問題への本市の取組

消費者被害・トラブルへの対処方法

消費者問題の講座や被害防止キャンペーンな

どのイベント情報

消費者団体の活動

メーカーや販売店など事業者による消費者向

けの活動

悪質な事業者のリスト

商品等のリコール情報

その他

無回答

H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）
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（５）消費者教育や学習の機会提供に対する考え 

 消費者教育や学習の機会が提供されているか尋ねた結果、「提供されている」（3.1％）と「どち

らかといえば提供されている」（8.8％）を合わせた『提供されている（計）』の比率は11.9％、「あ

まり提供されていない」（34.3％）、「提供されていない」（14.9％）を合わせた『提供されていな

い（計）』の比率は49.2％となっています。前回調査（H26年度）の『提供されている（計）』（11.7％）、

『提供されていない（計）』（51.1％）とほぼ同様の傾向といえます。 

 性別でみると、『提供されている（計）』の比率は、男性（11.4％）と女性（12.0％）でほぼ同

じ比率となっています。 

 年齢別でみると、『提供されている（計）』の比率は、80歳以上（16.8％）で最も高くなってい

ます。 

 

 

※下記グラフ中、「平成26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29

年度調査の全体の結果を指します。 

 

  

提
供
さ
れ
て

い
る

と
思
う

提
供
さ
れ
て

い
な

い
と
思
う

（計） （計）

11.7% 51.1%

11.9% 49.2%

11.4% 53.6%

12.0% 45.8%

50.0% 25.0%

16.7% 52.8%

11.3% 57.6%

9.2% 53.4%

8.7% 51.5%

10.3% 48.6%

14.9% 44.7%

16.8% 32.5%

2.5 

3.1 

2.4 

3.4 

8.3 

2.8 

4.5 

2.4 

1.7 

1.2 

4.7 

7.2 

9.2 

8.8 

9.0 

8.6 

41.7 

13.9 

6.8 

6.8 

7.0 

9.1 

10.2 

9.6 

34.5 

35.3 

31.6 

38.3 

25.0 

30.6 

30.3 

35.9 

38.9 

38.3 

32.9 

34.9 

38.8 

34.3 

34.7 

34.2 

16.7 

40.3 

39.4 

35.1 

38.0 

32.8 

32.9 

20.5 

12.3 

14.9 

18.9 

11.6 

8.3 

12.5 

18.2 

18.3 

13.5 

15.8 

11.8 

12.0 

2.7 

3.6 

3.3 

3.9 

0.8 

1.6 

0.9 

2.8 

7.5 

15.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

提供されて

いると思う

どちらかとい

えば提供され

ていると思う

どちらとも

いえない

あまり

提供されて

いないと思う

提供されて

いないと思う

無回答
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（６）市が主催する消費生活に関する講座の受講経験の有無 

市が主催する消費生活に関する講座を受けたことがあるか尋ねた結果、「ある」（1.2％）、「ない」

（96.3%）となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、「ある」の比率は前回（1.4％）

とほぼ同じ比率となっています。 

性別でみると、「ある」の比率は、男性（0.3％）と女性（1.9％）でほぼ同じ比率となっていま

す。 

 年齢別でみると、「ある」の比率は、60～69歳と70～79歳（2.0％）で最も高くなっていま

す。 

 

 

※下記グラフ中、「平成26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29

年度調査の全体の結果を指します。 

 

1.4 

1.2 

0.3 

1.9 

0.4 

1.3 

2.0 

2.0 

1.2 

96.8 

96.3 

97.4 

95.3 

100.0 

100.0 

99.2 

98.8 

96.9 

96.4 

92.5 

89.2 

1.8 

2.6 

2.3 

2.9 

0.8 

0.8 

1.7 

1.6 

5.5 

9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

ある ない 無回答
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（７）受けてみたい消費生活に関する講座 

 消費生活に関するどのような講座を受けてみたいかを尋ねた結果、「食の安全に関する講座」

（33.2％）が最も比率が高く、次いで「悪質商法に関する講座」（32.9％）、「家計管理などお金

に関する講座」（22.0％）が続いています。前回調査（H26年度）と比較して、「食の安全に関す

る講座」の比率で最も差異がみられ、前回（45.2％）よりも今回（33.2％）が12.0ポイント下

回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

※平成26年度調査の「どんな講座でも受けない」という選択肢を、今回調査では「特にない（受けてみ

たいものはない）」と変更しています。 

 

 

 

  

35.9%

26.9%

23.4%

24.6%

45.2%

15.8%

2.8%

16.2%

5.1%

32.9%

16.6%

18.8%

22.0%

33.2%

12.8%

2.0%

32.0%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

悪質商法に関する講座

環境問題に関する講座

ゴミの減量、リサイクルに関する講座

家計管理などお金に関する講座

食の安全に関する講座

食育に関する講座

その他

特にない（受けてみたいものはない）

無回答
H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）
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６ 消費生活の安定及び向上のための制度、取組について 

（１）相模原市消費生活条例の認知度 

相模原市に消費生活条例があることを知っているか尋ねた結果、「内容まで知っている」（0.9％）、

「あることは知っているが、内容はわからない」（15.6％）、「知らない」（81.8 %）となっていま

す。前回調査（H26年度）と比較すると、「知らない」の比率は前回（75.1％）よりも6.7ポイ

ント上回っています。 

 性別でみると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

 年齢別でみると、「あることは知っているが、内容はわからない」の比率は、80歳以上（28.9％）

で最も高くなっています。また、50歳以上では年齢が高くなるにつれ比率が高くなる傾向がみら

れます。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

1.1 

0.9 

1.6 

0.4 

0.4 

0.4 

2.4 

0.8 

2.4 

22.3 

15.6 

16.8 

14.9 

33.3 

16.7 

11.4 

6.4 

15.7 

15.0 

22.0 

28.9 

75.1 

81.8 

80.2 

82.8 

66.7 

83.3 

88.6 

93.2 

83.8 

81.4 

72.5 

61.4 

1.5 

1.6 

1.4 

1.9 

1.2 

4.7 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

内容まで

知っている

あることは知って

いるが、内容は

わからない

知らない 無回答
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（２）消費生活の安定や向上に向けた取組について 

消費生活の安定や向上に向けた取組が進んでいると感じるか尋ねた結果、「感じる」（3.9％）、「ど

ちらともいえない」（51.6％）、「感じない」（42.3 %）となっています。前回調査（H26年度）

と比較すると、いずれの項目もほぼ同じ比率となっています。 

 性別でみると、「感じない」の比率は、男性（45.3％）が女性（39.7％）を5.6ポイント上回

っています。 

 年齢別でみると、「感じる」の比率は、80歳以上（8.4％）で最も高く、「感じない」の比率は

30～39歳（55.3％）で最も高くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

4.2 

3.9 

4.3 

3.4 

5.6 

0.8 

2.4 

3.9 

4.7 

3.9 

8.4 

49.4 

51.6 

48.4 

54.3 

75.0 

61.1 

43.9 

47.0 

54.1 

53.0 

53.3 

51.8 

44.1 

42.3 

45.3 

39.7 

25.0 

33.3 

55.3 

50.2 

41.5 

40.7 

37.3 

28.9 

2.2 

2.2 

1.9 

2.6 

0.4 

0.4 

1.6 

5.5 

10.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

感じる どちらともいえない 感じない 無回答
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（３）消費生活に対する満足度 

 消費生活全般に満足しているか尋ねた結果、「満足している」（6.6％）と「どちらかといえば満

足している」（36.1％）を合わせた『満足している（計）』の比率は42.7％、「あまり満足してい

ない（13.5％）、「満足していない」（6.1％）を合わせた『満足していない（計）』の比率は19.6％

となっています。前回調査（H26年度）と比較すると、『満足している（計）』の比率は前回（39.2％）

よりも、3.5ポイント上回っています。 

 性別でみると、『満足している（計）』の比率は、男性（42.5％）と女性（42.9％）でほぼ同じ

比率となっています。 

 年齢別でみると、『満足している（計）』の比率は、20～29歳（51.4％）で最も高く、70～

79歳（36.9％）で最も低くなっています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

満
足
し
て

い
る

満
足
し
て

い
な
い

（計） （計）

39.2% 26.6%

42.7% 19.6%

42.5% 19.8%

42.9% 19.3%

58.4% 0.0%

51.4% 16.7%

48.5% 17.4%

45.1% 20.4%

43.3% 20.5%

41.1% 22.1%

36.9% 16.9%

37.3% 22.9%

5.5 

6.6 

7.1 

5.9 

16.7 

11.1 

7.6 

9.6 

5.7 

4.3 

5.5 

2.4 

33.7 

36.1 

35.4 

37.0 

41.7 

40.3 

40.9 

35.5 

37.6 

36.8 

31.4 

34.9 

32.4 

35.8 

36.1 

35.7 

41.7 

31.9 

34.1 

34.7 

36.2 

35.6 

41.2 

30.1 

20.0 

13.5 

12.7 

14.0 

13.9 

10.6 

12.0 

15.7 

16.2 

11.4 

15.7 

6.6 

6.1 

7.1 

5.3 

2.8 

6.8 

8.4 

4.8 

5.9 

5.5 

7.2 

1.8 

1.9 

1.6 

2.1 

1.2 

5.1 

9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度(n=1,428)

全体(n=1,292)

男性(n=576)

女性(n=698)

18～19歳(n=12)

20～29歳(n=72)

30～39歳(n=132)

40～49歳(n=251)

50～59歳(n=229)

60～69歳(n=253)

70～79歳(n=255)

80歳以上(n=83)

満足している どちらかと

いえば

満足している

どちらとも

いえない

あまり

満足していない

満足

していない

無回答
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（４）消費生活の安定や向上のために市の取組として期待すること 

消費生活の安定や向上のために、市の取組として期待することを尋ねた結果、「消費者被害・ト

ラブルなどについての情報提供の充実」（59.0％）が最も比率が高く、次いで「事業者への指導・

取締りの強化」（53.1％）、「消費者被害の未然防止のための啓発活動の充実」（44.2％）が続いて

います。前回調査（H26年度）と比較すると、「事業者への指導・取締りの強化」の比率で最も差

異がみられ、今回調査（53.1％）が前回調査（48.1％）を5.0ポイント上回っています。次いで

「消費者被害・トラブルなどについての情報提供の充実」の比率で、今回調査（59.0％）が前回

調査（54.8％）を4.2ポイント上回っています。 

 

 

※下記グラフ中、「H26年度」は平成26年度に実施した同様調査の全体の結果、「全体」は平成29年度

調査の全体の結果を指します。 

 

 

 

 

  

35.5%

41.4%

12.8%

7.3%

54.8%

48.1%

35.6%

1.3%

8.3%

3.0%

38.2%

44.2%

14.0%

9.1%

59.0%

53.1%

35.1%

1.2%

7.1%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

消費生活センターの相談体制の強化

消費者被害の未然防止のための啓発活動の充実

消費者が自立するための消費者教育の充実

消費者団体の活発な活動の支援

消費者被害・トラブルなどについての情報提供の充実

事業者への指導・取締りの強化

消費者の声が行政に反映されること

その他

わからない

無回答
H26年度(n=1,428)

全体（ｎ=1,292）
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